
持続的なエリアマネジメントに必要な財源・人材ワーキンググループ とりまとめ（概要）

「ワーキンググループ」の４つの検討テーマと提言

○ エリアマネジメント団体は、主体的に地域に関わり合いながら、居住者や来訪者等と新たな価値や営みを共創し、地域経営を担う存在へ。
○ 計画段階から将来的な管理運営を見据えた仕組みづくりや、エリアマネジメントの官民協調領域を位置付けた活動計画の策定を促進。

成熟社会の共感再生ビジョン『共創・支援型エリアマネジメントによる地域経営』

社会経済情勢の変化やニーズを踏まえ、地域の課題解決やエリア価値の維持向上等に資する公共的な活動に対する国からの支援措置について検討
【テーマ②】エリアマネジメントの推進に向けた特例措置や支援制度

○ 官民協調による計画に定められたエリアマネジメント活動に対し、活動フェーズに応じた予算・税制・金融等の財政支援や先進事例の提供等の情報支援が必要ではないか
○ エリアマネジメントの中心的役割を担う都市再生推進法人の人材育成や活動計画作成等にかかる支援が必要ではないか

『持続可能なエリアマネジメント活動への支援強化』

多様な主体が参画し、管理・運営や資金計画、官民協調による活動内容を具体的に定めていく仕組み及び参考となる現行制度を踏まえた拡張方法について検討
計画に定めるべき内容やフロー及び記載内容を持続的に実施していくための措置について検討

【テーマ①】エリアマネジメントに関する官民協調による活動や資金計画を定める仕組み

○ 官民協調のもと活動主体や管理主体など多様な関係者が一体となって、活動内容や官民の役割分担、資金計画等を見える化し、エリアマネジメント活動の持続性を向上
させるとともに、エリアマネジメント活動に公共的な位置づけを付与することで、公共空間活用等における手続き・協議の円滑化を図るための計画制度が必要ではないか

○ 官民の多様な関係者が一体となった協議体において、定期的な評価を踏まえ、その評価に応じた支援等を講じるとともに、柔軟な判断のもとで改善を図る仕組みが必要で
はないか

『エリアマネジメントの活動計画の策定』

これからの都市再生推進法人が担うべき具体的な業務及び指定手続き、要件、 権限（メリット）、ガバナンスに関する規程について検討
【テーマ④】都市再生推進法人の業務・権限の拡大及びガバナンスに関する要件強化

○ 都市再生推進法人について、地域の魅力や活力の向上に資するDXや調査などの諸活動が円滑に実施できるよう制度を拡充すると共に、地方公共団体もワンストップ窓
口の創設など協働体制を構築し、官民で連携してエリアマネジメント活動を推進することが重要ではないか

○ 市町村による監督だけでなく、都市再生推進法人の業務のうちエリアマネジメントの活動計画に記載した取り組みについては、市町村都市再生協議会における評価・改善
のプロセスなどを通じたガバナンスの強化に応じて、権限・裁量の拡大を図ることができるのではないか

『都市再生推進法人制度の拡充』

エリアマネジメントの評価に関する適切な目標設定及び効果や評価の妥当性について検討
【テーマ③】エリアマネジメントの目標・効果及び評価の考え方

○ 地域ごとの特色にあわせた目標設定や評価手法が必要ではないか。また、評価実施の際にデジタル技術を活用するとともに、評価結果をふまえた資金調達の仕組みが必
要ではないか

○ 評価については、エリアマネジメント団体自身が活動を振り返り・見直すこと、及び関係者や受益者に効果を示すことの双方の観点が重要ではないか

『「エリアマネジメントの評価ガイドライン」の活用促進』


